
子どもの貧困への対応について

社会保障審議会生活困窮者自立支援
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１．全体状況



子どもの貧困への対応を巡る全体状況①
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○ 平成２５年に子どもの貧困対策の推進に関する法律が制定・平成２６年に施行され、「子どもの将来がその
生まれ育った環境によって左右されることのない社会の実現」に向けて関連分野の総合的な取組として対策
を推進することとされた。

１．これまでの経過

年度 全体の動き
学習支援に関する
施策の動き

Ｈ２４ ひとり親家庭の学習
支援ボランティア事業
開始

Ｈ２５ 子どもの貧困対策の推進に関する法
律（６月成立・公布、２６年１月施行）

子どもの学習支援事
業開始

Ｈ２６ 子供の貧困対策に関する大綱策定
（８月）

Ｈ２７ 子供の未来応援国民運動（４月～）・
子供の未来応援基金設立（１０月）

ひとり親家庭・多子世帯等自立応援
プロジェクト・児童虐待防止対策強
化プロジェクト（１２月）

子どもの学習支援事
業（困窮者法に位置
付けて施行）

文科省事業「地域未
来塾」開始

Ｈ２８ 子供の貧困対策に関する有識者会
議（７月～ 大綱の見直しを平成３１
年度に予定）

ひとり親家庭の子ども
の生活・学習支援事
業開始

２．子どもの貧困の状況
（主なもの）

生活保護世帯に
属する子どもの
高等学校等進学
率

同 高等学校等
中退率

子どもの
貧困率

子どもがいる現
役世帯のうち大
人が一人の貧困
率

大綱掲載時 → 直近値

90.8%→92.8%

5.3%→4.5%

16.3%→13.9％

54.6%→50.8％

（出典）「子供の貧困の状況及び子供の貧困対策の
実施状況について」（平成２８年７月１４日子供の貧
困対策に関する有識者会議）及び「平成28年国民
生活基礎調査」 （厚生労働省）

子どもの貧困への対応を巡る全体状況②
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○ 法・大綱を受けて、子どもの貧困対策が総合的に推進されている現状にある。

主な子どもの貧困対策（平成29年度）

施策 担当省庁

教育の支援 スクールソーシャルワーカーの配置の拡充
地域住民等の協力による原則無料の学習支援（地域未来
塾）の充実
大学等奨学金事業の充実（給付型奨学金制度の創設、低
所得世帯の子どもに係る成績基準の実質的な撤廃等）
生活保護世帯の子どもを含む生活困窮世帯の子どもへの
学習支援の拡充

生活の支援 （学習支援事業（再掲））
社会的養護自立支援事業（仮称）（児童養護施設措置解除
後の者に対し、原則２２歳の年度末まで支援を実施）

保護者に対
する就労の
支援

生活困窮者及び生活保護受給者に対する就労支援
ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金等の支給

経済的支援 児童扶養手当の支給（拡充）
養育費相談支援の実施（拡充）

施策の推進
体制

官公民の連携プロジェクト・国民運動展開（子供の未来応援
国民運動の推進）、地域における施策推進への支援

（出典）「子供の貧困対策に関する主な施策について」（平成２９年３月２３日子供の貧
困対策に関する有識者会議）から抜粋して編集。

文部
科学省

厚生
労働省

内閣府



小学校 中学校 高校 大学

子どもの貧困対策「教育の支援」における様々な支援

子どもの貧困への対応を巡る全体状況③

○ 子どもの貧困対策の「教育の支援」では、各年代の子どもに対する様々な学習・生活面等の支援や就学等に
必要な金銭面の支援が推進されている。

就学等に必要な
金銭面の支援

学習・生活面等の
支援

地域未来塾による学習支援の充実

ひとり親家庭の子どもの生活・学習支援

要保護児童生徒に対する就学援助
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放課後子供教室におけ
る学習支援の充実

土曜日の学習支援の実施

生活福祉資金（教育支援資金）

高等学校等就学支援交付金等

特別支援教育就学奨励費

大学等奨学金事業の充実

大学等の授業料減免高校生等奨学給付金の充実

教育扶助等の支給

私立高等学校等の授業料減免

児童養護施設等で暮らす子どもへの学習支援 等

高等学校等就学費の支給

収入認定除外

生活保護世帯を含む生活困窮世帯の子どもへの学習支援

児童養護施設等で暮らす子どもへの支援

２．子どもの学習支援事業について



学習面

•高校進学のための学習希望
•勉強、高校卒業、就労等の意
義を感じられない

生活面

•家庭に居場所がない
•生活習慣や社会性が身につ
いていない

事業の概要

子どもの学習支援事業について

○「貧困の連鎖」を防止するため、生活保護受給世帯の子どもを含む生活困窮世帯の子どもを対象に学習支援事業を実施。
○各自治体が地域の実情に応じ、創意工夫をこらし実施（地域資源の活用、地域の学習支援ボランティアや教員ＯＢ等の活用等）。
○平成２８年度においては、高校中退防止及び家庭訪問の取組を強化。

将来の自立に向けた包括的な支援 ： 単に勉強を教えるだけではなく、居場所づくり、日常生活の支援、親への養育支援などを通じて、子どもの将来
の自立に向けたきめ細かで包括的な支援を行う。

世帯全体への支援 ： 子どもの学習支援事業を入口として、必要に応じて自立相談支援事業等と連携することで世帯全体への支援を行う。

支援のイメージ

＜子どもの課題とその対応＞

＜家庭の課題とその対応＞

学習支援・進路
相談

•日々の学習習
慣づけ、高校進
学支援

•進路を考える
きっかけづくり

高校中退防止の
取組

•定期面談等に
よるきめ細かな
フォロー

•定時制高校等
の選択肢の情
報提供等

家庭訪問の取組

•集合型に出てこ
られない子ども
への早期アプ
ローチ

•家庭状況の確
認と改善

•親への養育支
援等へつなげ
る）

居場所づくり・日
常生活支援

•学校・家庭以外
の居場所づくり

•生活習慣の形
成支援

親の養育

•子の養育について
の知識・関心の薄さ

世帯の状態

•家庭が困窮状態に
ある

親への養育支援

•公的支援等の情報提供
•子どもの将来を考えるきっ
かけづくり

世帯全体の支援

•自立相談支援事
業との連携

子どもの学習支援事業を通じて、子ども本人と世帯の双方にアプローチし、
子どもの将来の自立を後押し（貧困の連鎖防止） 6

ｎ＝423

ｎ＝423

ｎ＝314

ｎ＝377

直営

（23.7%）

直営

（23.4%）

委託

（62.0%）

委託

（62.6%）

直営＋委託

（11.7%）

直営＋委託

（11.6%）

未回答

（2.7%）

未回答

（2.4%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H２７年

度

Ｈ２８年

度

10.0%

17.6%

0.0%
20.4%

7.2%
39.4%

23.5%

7.0%
17.8%0.0%

19.7%
10.2%

35.7%

17.2%

0.0% 50.0% 100.0%

社会福祉法人（社協以外）

社会福祉協議会

医療法人

社団法人・財団法人

株式会社

ＮＰＯ法人

その他

H27年度

H28年度

75.2%

69.3%

36.6%

37.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

居場所の提供

進路相談支援

養育支援

高校中退防止
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子どもの学習支援事業の実施状況①

21.2%

19.1%

7.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

家庭訪問

高校中退防止

教育機関との連携

○ 平成２８年度は４２３自治体において実施。

○ 子どもの学習支援事業の運営方法については、直営方式との併用を併せると約７割強の自治体が委託によ

り実施している。委託先は「ＮＰＯ法人」「社団法人・財団法人」が多い。

○ 事業内容としては、学習支援に加えて「居場所の提供」や「進路相談支援」が約７割の自治体で実施されて

おり、事業費加算も活用されている。

１．運営方法 ２．委託先（複数回答）

３．事業内容ごとの実施状況（複数回答） ４．事業強化策（加算措置）の取り組み状況（複数回答）

（出典）１，２，３は平成28年度生活困窮者自立支援制度の実施状況調査。４は平成28年度自立相談支援事業等実績調査（Ｈ29.5.22時点で回答のあった842自治体
の暫定集計数によるデータであり、確定値ではない）。
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子どもの学習支援事業の実施状況②

○ 子どもの学習支援事業を実施していない理由としては、未実施自治体の約６割が「実施するための人員や団

体の確保」を挙げている。

学習支援事業を実施していない理由

14.0%
5.2%
4.9%

1.6%
4.6%

2.0%
1.3%
1.3%
1.6%
1.0%
1.0%
0.3%
1.0%
0.7%

4.2%

45.6%
28.3%

27.0%
30.3%

26.1%
22.8%

20.5%
16.6%

15.3%
12.4%
12.1%

11.7%
10.4%

8.8%
6.2%

5.2%
3.9%
2.6%

3.6%
2.6%
2.3%
2.0%
2.0%

0.3%
0.0%

17.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

実施のための人員や団体の確保

対象となる子ども自体が少ない

利用者のプライバシーの保護

アクセスのよい活動場所の確保

対象となる子どもが集まらない

子どもへの情報発信

地域ですでに学習支援事業が展開されている

学校の理解や協力の確保

幼少期からの早期支援

関係機関やケースワーカーとの連携

広報の方法が分からない

利用者の自宅での説明や紹介

利用者が多すぎる

特に重要

あてはまる

60.0%

（特にあてはまる）

実施のための人員や団体の確保
実施のための財源の確保

対象となる子ども自体が少ない
学習ボランティアの確保・増員
利用者のプライバシーの保護

学習教室への交通手段
アクセスの良い活動場所の確保
具体的な実施方法がわからない
対象となる子どもが集まらない
新規事業を実施する余裕がない

子どもへの情報発信
保護者の理解や協力の確保

地域ですでに学習支援活動が展開されている
担当行政機関の多忙・担当者の不在

学校の理解や協力の確保
十分な開室時間の確保
幼少期からの早期の支援

訪問型支援事業の導入・拡充
関係機関やケースワーカーとの連携
利用者の出口確保（進学・就職）

広報の方法が分からない
地域の理解や協力の確保

利用者の自宅での説明や紹介
特に課題はない
利用者が多すぎる

その他

（出典）平成28年度社会福祉推進事業「子どもの学
習支援事業の効果的な異分野連携と事業の効果検
証に関する調査研究事業」（特定非営利活動法人さ
いたまユースサポートネット）。平成28年度に子ども
の学習支援事業未実施の478自治体に対し「学習支
援事業を実施しない理由」を尋ね（複数回答）、回答
のあった307自治体について集計。

（n=301、複数回答）

（出典）平成27年度自立相談支援事業等実績調査

利用者数
（実人数）

20,421人

（n=20,421）

生活保護以外
の世帯
41.3％

生活保護
世帯
58.7％

学習支援
居場所の
提供

高校中退
防止

訪問支援

箇所数（拠点数） 950ヵ所

年間実施回数 26,936回 19,124回 11,740回 26,614回

利用人数（実人数） 16,817人 6,548人 1,300人 4.930世帯

94.7%

42.5%

40.5%

31.2%

30.6%

27.2%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活保護世帯

就学援助受給世帯

ひとり親家庭

市町村民税非課税世帯

児童扶養手当全額受給世帯

その他

児童養護施設入所者
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子どもの学習支援事業の利用状況①

○ 平成27年度に子どもの学習支援事業を利用した者は20,421人（実人数）であり、そのうち生活保護世帯が

11,978人（58.7％）、生活保護以外の世帯が8,443人（41.3％）。

○ 生活保護世帯を支援対象としている自治体が94.7％あり、生活保護以外の世帯属性としては、就学援助受

給世帯を支援対象としている自治体（42.5%）が最も多く、次いでひとり親家庭（40.5％）となっている。

１．子どもの学習支援事業の利用者数 ２．事業利用者の属性

３．事業対象者の属性

４．学習支援等の実施状況



34.0%

30.5%

21.2%7.4%

4.5%

1.2%

1.1%

0.2%

（n=16,817）

中学1・2年生

小学校高学年
（4～6年生）小学校低学年（1～3年生）

高校既卒者

中学既卒者

高校3年生

高校1・2年生

進学した者

中学3年生

子どもの学習支援事業の利用状況②

○ 学習支援（学習教室や訪問形式）の参加者では、中学生（64.5％（うち中学1・2年生34.0％、中学3年生30.5％））が最も多い。

○ 親支援の取組として、子どもの事業参加にあたり、親の自立相談支援機関への相談（登録）を必須としている

自治体が約２割。一方、必須としていない約８割の自治体では、52人（実人数）の親を自立相談支援機関へ繋い

だ。 このほか、学習支援事業の中で926人（実人数）の親に対する支援が実施された。

５．学習支援の参加者（学年別）

（出典）平成27年度自立相談支援事業等実績調査

（n=301）

親の自立相談支援機関への
相談（登録）を必須としている

親の自立相談支援機関への
相談（登録）を必須としていない

19.3％
80.7％

52 926
自立相談支援機関に繋げて
いないが、学習支援事業者が
親支援を行っている人数

自立相談支援機関に繋げた人数
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６．親支援の状況

（参考） 高校進学率
全世帯

生活保護受給世帯

98.8%（H27年度）
98.9％（H28年度）
92.8%（H27.4.1時点）
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子どもの学習支援事業の利用状況③

○ 学習支援に参加した中学３年生のうち、高校進学した者は９８．２％（平成２８年度）であり、全世帯平均値に

近い実績である。

○ 高校中退防止の支援対象者の高校中退率は３．８％（平成２８年度）であり、前年度実績より減少している。

８．支援対象者の高校中退率

（出典）平成27年度実績は平成27年度自立相談支援事業等実績調査。平成28年度実績は平成28年度自立相談支援事業等実績調査（Ｈ29.5.22時
点で回答のあった842自治体の暫定集計数によるデータであり、確定値ではない）。高校進学率については文部科学省「学校基本調査」、高校中退
率については文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」。

※平成27年度は、高校中退防止の支援対象者1,300人
のうち、中退者69人（平成27年度は、学習支援事業を
実施する300自治体のうち31.8％の自治体が高校中退
防止の取組を実施）

※平成28年度は、高校中退防止の支援対象者1,947人
のうち中退者74人（平成28年度は、学習支援事業を実
施する423自治体のうち37.1％の自治体が高校中退防
止の取組を実施）

※高校中退率（全世帯）はH27年度1.5％

７．中学３年生の進学状況

９８．２％（平成２７年度実績）

９８．２％（平成２８年度実績）

（n=4,796）

（n=6,314）

５．３％（平成２７年度実績）

３．８％（平成２８年度実績）



子どもの学習支援事業の実態について
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○ 子どもの学習支援事業では、保護者に対する支援や食事の提供、生活支援など、「学習の支援」以外に様々
な活動が実施されている。

調理施設がある一部会場において食育を目的とした
夕食の提供も実施しており、食事に関する準備・片付
け等を通して食習慣やマナー等を身につける場となっ
ている。また、参加児童の親が調理に参加することも
ある。（埼玉県川口市）
学習支援や居場所の提供を行うとともに、地域のボラ
ンティア団体やフードバンク等と連携した食事の提供
や、様々な分野の支援団体との連携を通じ、子どもの
希望進路実現に向けた支援を実施。（東京都足立区）
個別学習支援を中心に、より安心して勉強に集中で
きる環境を整えるために夕食（軽食）の提供も行って
いる。（沖縄県那覇市）

２．食事の提供の取組例１．学習の支援以外の活動

46.6%
44.3%

39.8%
38.1%

29.0%
25.6%

24.4%
22.7%

20.5%
19.3%
18.8%

14.2%
11.4%

6.3%
6.3%

4.5%
2.3%

34.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

保護者に対する支援

修了式・お別れ会

食事の提供

面接練習

進路相談会

生活支援

遠足・社会見学

キャンプなどの野外活動

子ども同士の学び合い活動

受験生向けの激励会・壮行会

保護者向けニューズレターの発行

利用者向けニューズレターの発行

誕生日会

お泊まり会

卒業生の講演会やレクチャー

行政向けニューズレターの発行

地域向けニューズレターの発行

その他

（出典）１は平成28年度社会福祉推進事業「子どもの学習支援事業の効果的な異分野連携と事業の効果検証に関する調査研究事業」（特定非営利活動法人
さいたまユースサポートネット）。子どもの学習支援事業を実施する428団体に調査票を配布し、学習の支援以外の諸活動の実施の有無を尋ねたもの。回答
のあった333団体のうち平成27年度に子どもの学習支援事業を実施した201団体（自治体直営含む）について集計（複数回答）。

ｎ＝201、複数回答

３．生活支援の取組例

家庭訪問により、保護者が部屋を片付けられないと
いった課題に対応する等、学習以前の生活環境改善
に取り組んでいる。（京都府京丹後市）
進学費用に関する情報提供や子どもの学習に関する
親の考え方、家庭環境などの改善から支援に入って
いる。（福島県会津若松市）

子どもの学習支援事業の効果

○ 子どもの学習支援事業を利用した約６割超の子どもについて、 「以前より楽しいと思うことが増えた」 、「「分
からない」「教えて」と言えるようになった」、「勉強がわかるようになった」、等、肯定的な変化が見られている。

○ 子どもの貧困対策により、現在１５歳の子どものうち貧困の状況にある子どもの進学率・就業状況が改善した
場合、生涯所得の合計額が２．９兆円増え、政府の財政が１．１兆円改善するとの推計も存在。

２．子供の貧困による
社会的損失（推計）

１．学習支援事業を利用した子どもの変化

（出典） １は平成28年度社会福祉推進事業「子ども
の学習支援事業の効果的な異分野連携と事業の
効果検証に関する調査研究事業」（特定非営利活
動法人さいたまユースサポートネット）。学習支援
実施団体15団体を利用する中学生に学習支援利
用後の変化について尋ねたもの。

（出典）２は日本財団及び三菱ＵＦＪリサーチ＆コン
サルティングによる推計。現状シナリオと進学率・
就業状況が一定程度改善した改善シナリオの双方
について、現在15歳の貧困の状況にある子ども
（生活保護世帯、児童養護施設入所者、ひとり親
世帯（１８万人））が19歳～64歳までに得る所得及
び政府の税・社会保障の純負担を算出し、その差
分を社会的損失として算出。

ｎ＝673
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37.1%
25.0%

20.4%
22.6%
24.2%

31.6%
33.1%

23.8%
18.1%
16.6%

21.2%
12.3%

22.9%
11.4%
15.0%
14.3%

8.3%

26.6%
37.6%

41.6%
34.9%
30.9%

21.2%
20.7%

23.6%
27.0%

26.7%
23.0%

29.9%
14.4%

23.9%
20.7%

16.8%
18.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

以前より楽しいと思うことが

増えた

「分からない」「教えて」

と言えるようになった

勉強がわかるようになった

大人と気軽に話せるようになった

友達に自分の意見を

言えるようになった

学校の行事を楽しいと

思うようになった

学校に行くのが嫌ではなくなった

家族との会話が増えた

授業をおもしろいと

感じるようになった

自分の将来について希望を

持てるようになった

クラスの活動に積極的になった

苦手なことから逃げなくなった

部活動に積極的になった

周りの人にほめられることが

増えた

自分を嫌いだと思うことが

少なくなった

他人にどう思われるかが

気にならなくなった

周りから必要とされていると

思うようになった

とてもあてはまる あてはまる どちらともいえない あてはまらない まったくあてはまらない

以前より楽しいと思うことが増えた

「分からない」「教えて」と言えるようになった

勉強がわかるようになった

大人と気軽に話せるようになった

友達に自分の意見を言えるようになった

学校の行事を楽しいと思うようになった

学校に行くのが嫌ではなくなった

家族との会話が増えた

授業をおもしろいと感じるようになった

自分の将来について希望を持てるようになった

クラスの活動に積極的になった

苦手なことから逃げなくなった

部活動に積極的になった

周りの人にほめられることが増えた

自分を嫌いだと思うことが少なくなった

他人にどう思われるかが気にならなくなった

周りから必要とされていると思うようになった



子どもの学習支援事業と他事業との関係

○平成２８年度に子どもの学習支援事業を実施する自治体のうち、

・ ひとり親家庭の子どもへの学習支援を前年度から連携して実施している自治体が6.9％、今年度から連携し

て実施する自治体が5.0％、今後共同実施を検討している自治体は6.1％となっている。

・ また、地域未来塾については、前年度から教育委員会と連携して実施している自治体は無いが、今年度連

携実施する自治体が1.2％、今後検討の自治体は2.4％となっている。
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○ 桑名市では、平成2７年度より、子どもの学習支援事業とひとり親家庭への学習支援事業を一体実施（市社協へ

委託）。生活保護世帯、生活困窮世帯（福祉事務所長が認める者）のほか、ひとり親世帯の子どもも学習支援事業

の支援対象。

○ 子ども（支援対象者）とボランティア（支援者）の間に「学習支援コーディネーター」を配置。日時・場所（自宅含

む）・教科等をマッチングし、個別訪問型の支援を実施。併せて、学習支援コーディネーターが家庭と繋がり、家庭

全体を支援する方法をとっている。

【福祉部局】

三重県桑名市の取組例～ひとり親学習支援事業との連携を通じて～

複合的な課題を抱えるひとり親家庭を、自立相談支援機関へ円滑に繋げることができる。

学習支援ボランティアが不足しがちであるが、一体実施により事業間での「奪い合い」にならない。

メリット

【ひとり親支援部局】

一体実施

・ひとり親支援部局の相談員は、支援調整会議のコアメンバーとして参加。
・ひとり親家庭は生活の困りごとが多い。
・ひとり親相談窓口から、相談窓口に来るひとり親家庭へ事業周知。

連携調整
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学習支援
コーディネーター

マッチング

支援対象者支援者
学習支援ボランティア団体

教員ＯＢ

大学生

曜日、時間、
場所、教科等

・生活保護世帯
・生活困窮世帯
・ひとり親世帯

小学生

中学生

曜日、時間、
場所、教科等

1対1の
個別訪問型

場所は公民館等
の第３の場所を借
上げ、利用しやす
い環境を整える

コーディネーターが家庭と
繋がり、家庭全体を支援

取組事例①（ひとり親学習支援事業との連携を通じた工夫）

地域のボランティア



○ 鹿沼市では、平成28年度において、子どもの学習支援事業と地域未来塾を連携実施（平成27年度は個別実施）

○ 教育委員会と連携し、次のような分担・工夫によりそれぞれの事業効果を高めて実施。

・教育委員会を通じた両事業による学習会開催の周知、地域住民等の担い手の確保

・学習会と同時刻に、隣の別会議室で相談支援員により親からの相談の受付け（自立相談支援事業）

【福祉部局】

H27年度は
子どもの学習支援事業を単独実施

（社協へ委託）

栃木県鹿沼市の取組例～地域未来塾（文科省事業）との連携を通じて～

世帯属性を限らずに子どもを集めることが可能（生活困窮世帯の子どもに限定して学習会を開くと、集まる子どもは生活
困窮世帯というスティグマの懸念がある）。

教育機関と連携が図れているため、子どもの情報が自然と把握でき、事業周知や教員ＯＢの人材確保も円滑に行える。

相談窓口を学習会と同時に隣接した別会場に設けることで、支援が必要な世帯をより多く支援へと繋げることができる。

メリット

【教育委員会】

H27年度は
地域未来塾を単独実施

（直営）

市内２ヵ所（いずれも学校以外の施設）において、鹿沼市の中学生等を対象に、月４回（隔週２回）開

催。 （対象者は生活困窮の有無は問わないが、生活困窮等により配慮が必要な子どもには個別に配慮している）

事業案内紙を分担して作成し、教育委員会を通じて中学校等にて配布。利用者を連携し募集。

支援側は、地域の教員OBや学生ボランティア等を担い手として活用。

学習会の開催と同時刻に、隣の別会議室において相談支援員（自立相談支援事業も社協に委託）が

生活に困難を抱える親から相談を受け付ける。

参加者は１３０名程度（うち困窮世帯等約２０％）。

連携実施

※鹿沼市のほか、平成28年度は秋田県湯沢市、茨城県古河市、富山県氷見市、愛知県田原市においても教育委員会と連携し両事業が実施されている。

・H27夏より度重なる連絡調整
⇒利用する子どもの目線に立ち、連携実施を決定

連携調整
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取組事例②（教育委員会との連携を通じた工夫）

○ 石巻市では、学習支援事業を受託しているＮＰＯ法人が、独自事業として子ども食堂やフリースクール等の居

場所づくりを実施。

○ 子ども食堂を始めとした取組の利用者の中から、学習支援事業や、ＮＰＯ法人が独自で実施している学習支

援の対象となる子どもには、必要に応じて学習支援を提供する連携を図っている。

・学習支援事業

・自立相談支援機関

・他の福祉制度

宮城県石巻市の取組例～民間団体との連携を通じて～

・学習支援

・フリースクール

・子ども食堂

・その他の居場所

石巻市 ＮＰＯ法人連 携

取組全体からも、学習支援事業や
他の福祉制度へ必要に応じて繋ぐ。

生活困窮の有無に限らず、様々な属性の子どもが集まる子ども食堂を始めとした居場所機能を活用
することにより、通常の周知では学習支援事業に繋がってこない子どもを把握し、支援を届けることがで
きる。

メリット

取組事例③（民間の取組との連携を通じた工夫）
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・学習支援

・プレイパーク

・その他の居場所

その他のＮＰＯ法人

・プレイパーク

・子ども食堂

・その他の居場所

その他のＮＰＯ法人

NPO法人間のネットワーク全体で、
支援が必要な子どもを支援。



３．生活保護世帯の子どもの大学等への
進学支援について
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生活保護世帯の子どもの進学率等

指標
生活保護世帯

（平成25年4月1日現在）

生活保護世帯

（平成26年4月1日現在）

生活保護世帯

（平成27年4月1日現在）

生活保護世帯

（平成28年4月1日現在）

【参考】
全世帯

（直近値）

① 高等学校等進学率 90.8%

（20,774人/22,875人）

91.1%

（19,799人/21,732人）

92.8%

（18,886人/20,346人）

93.3%

（18,306人/19,624人）
98.8%

② 高等学校等中退率
※生活保護世帯に属し、平成27年
4月1日時点で高等学校等に在籍し
ていた者のうち、平成28年3月末
までの間に中退した者の割合

5.3%

（2,811人/53,295人）

4.9%

（2,609人/52,866人）

4.5%

（2,323人/51,234人）

4.5% ※

（2,296人/51,330人）

1.5%

③ 大学等進学率 32.9%

（4,220人/12,832人）

31.7%

（4,242人/13,393人）

33.4%

（4,550人/13,604人）

33.1%

（4,619人/13,938人）
73.2%

うち、大学・短大進学率 19.2%

(2,465人/12,832人)

18.5%

（2,476人/13,393人）

20.0%

（2,715人/13,604人）

19.0%

（2,655人/13,938人）
51.8%

うち、専修学校・各種学校進学率 13.7%

（1,755人/12,832人）

13.2%

（1,766人/13,393人）

13.5%

（1,835人/13,604人）

14.1%

（1,964人/13,938人）
21.4%

④ 就職率(中学校卒業後) 2.5%

（573人/22,875人）

2.0%

（444人/21,732人）

1.7%

（341人/20,346人）

1.6%

（308人/19,624人） 0.3%

⑤ 就職率(高等学校等卒
業後)

46.1%

（5,915人/12,832人）

43.6%

（5,833人/13,393人）

45.5%

（6,194人/13,604人）

44.3%

（6,171人/13,938人）
18.2%

出典：生活保護世帯の指標は、厚生労働省社会・援護局保護課調べ

全世帯の①③④⑤は、平成27年度文部科学省「学校基本調査」
全世帯の②は、平成26年度文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」

注：平成24年以前の進学率等は把握していない。



57.6%

63.5%

68.2%
71.0% 71.8% 73.2% 73.0% 73.2% 73.2%

57.7%

66.8%

76.8%

89.4%

93.5% 94.0% 94.5% 96.2% 96.8% 97.3% 97.8% 98.4% 98.4% 98.5% 98.7%

32.9% 31.7% 33.4% 33.1%

90.8% 91.1% 92.8% 93.3%

0%

10%

20%

30%

40%
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60%

70%

80%

90%

100%

昭和35 昭和38 昭和43 昭和48 昭和53 昭和58 昭和63 平成５ 平成10 平成15 平成20 平成25 平成26 平成27 平成28

高等学校進学率（全世帯）

大学等進学率（全世帯）

高等学校進学率（生活保護世帯）

大学等進学率（生活保護世帯）

（注１） 昭和62年以前は、専修学校・各種学校入学者数のデータを把握していないことから、それ以前の大学等進学率は不明である。
（注２） 各年3月の中学校及び高等学校を卒業した者の進学率

（出典）学校基本調査（全世帯）
保護課調べ（生活保護世帯）

高等学校、大学等進学率の推移

生活保護 全世帯

大学等進学者数 4,619人（H28） 839,402人（H28）

高等学校進学者数 18,306人（H28） 1,159,748人（H28）
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世帯主の最終学歴

38.9 9.4 32.2

1.1

4.0

2.2

3.9

2.8

2.4

3.0

0 20 40 60 80 100

N=3,664

中卒 高校・高等専門学校中退 高校・高等専門学校卒

短大・専門学校中退 短大・専門学校卒 大学中退

大卒以上 その他（職業訓練校等） 不明

無回答

％

生活保護世帯の世帯主の最終学歴

出所）野村総合研究所「生活保護に至る要因に関する調査及び分析業務」（平成28年度）
無作為抽出で選定した25自治体のケースワーカーに対して、１人につき３～５ケース分の回答を依頼し、3667ケースの生活保護世帯の世帯主の過去の経験等を調査した。
このため、生活保護受給者の無作為抽出による調査ではないことに留意が必要

生活保護世帯の世帯主の子ども時代の生活保護受給経験

6.8 77.9 11.7 3.5

0 20 40 60 80 100

N=3,664

生活保護を受給していたことがある 生活保護を受給していたことはない

わからない 無回答

％
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○ 生活保護制度は、生活に困窮する者がその利用しうる資産、能力その他あらゆるものを
活用することを要件としており、稼働年齢に達している者（義務教育を終了した者）につ
いては、原則として就労していただくこととしている。

○ この点を考慮し、生活保護世帯の子どもが大学等（夜間大学等を除く。）に進学する場
合は、その子ども分は保護費の給付の対象外（※）としている。

※ 同一世帯に属していても形式的に生活保護世帯の生計から大学生を別にする取扱い
（世帯分離）としている。

生活保護世帯の子どもの大学等への進学について

現行制度の考え方

第３章 経済・財政一体改革の進捗・推進

３．主要分野ごとの改革の取組

（１）社会保障

⑨ 生活保護制度、生活困窮者自立支援制度の見直し

生活保護世帯の子供の大学等への進学を含めた自立支援に、必要な財源を確保しつつ
取り組む。

経済財政運営と改革の基本方針２０１７（平成29年６月９日閣議決定）抜粋

生活保護制度における高校生に対する支援のイメージ（現行制度）

現行の高校生に対する支援のイメージ

公立高校就学費用
（参考書代等）

私立高校就学費用
修学旅行費用等

大学・専修学校等
授業料等

学習塾等費用
（※）

高校就学時

進路選択時

高校就学に
必要最小限度の額

大学等入学金・受験料、
転居費用など

※大学等の授業料は含まない。
（※）

保護費で支給 保護費を減額しない取扱い

大学等就学時

保護費は支給しない

※本人のアルバイト収入を充てるのは平成26年４月から、奨学金は平成28年７月から、学習塾等費用についてはいずれも平成27年10月から 23



特にご議論いただきたい点
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貧困の連鎖防止・子どもの貧困対策の観点から、子どもの学習支援事業の取組を強化すべきではないか。
取組強化の方向性についてどのように考えるか。

（検討の視点（例））

• 学習支援にとどまらず、世帯支援につなげることや子どもへの生活支援を行うことを含め、事業の標準
的な内容をどう考えるか。

• 高校中退した人など特に困難を抱える子どもへの支援のあり方をどう考えるか。
• 他の子どもの学習を支援する事業との関係をどのように考えるか。

１．子どもの学習支援事業について

２．生活保護世帯の大学等への進学支援について

生活保護世帯の子どもの大学等への進学支援について、最低生活保障と自立の助長という制度の目的か

らみて、現在の支援策をどのように評価するか。

今後、大学等への進学を支援する上で、どのような方策が必要と考えられるか。


